
２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\ 現金及び預金 578¶761¶072 578¶761¶072 `

] 未収金 358¶373¶721 358¶373¶721 `

^ 有価証券及び投資有価証券 21¶864¶146¶764 22¶405¶675¶000 541¶528¶236

_ 貸倒懸念債権 200¶000 ` `

貸倒引当金 �200¶000

` 未払金 （536¶619¶919) （536¶619¶919) （`)

３．満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：円）

種 類 貸借対照表
計上額 時 価 差 額

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

国債・地方債等 19¶666¶024¶061 20¶352¶505¶000 686¶480¶939

小 計 19¶666¶024¶061 20¶352¶505¶000 686¶480¶939

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの

国債・地方債等 2¶198¶122¶703 2¶053¶170¶000 －144¶952¶703

小 計 2¶198¶122¶703 2¶053¶170¶000 －144¶952¶703

合 計 21¶864¶146¶764 22¶405¶675¶000 541¶528¶236

４．満期保有目的の債券の今後の償還予定額 （単位：円）

１年以内 １年超５年未満 ５年超10年未満 10年超

国 債 ・ 地 方 債 等 3¶300¶000¶000 6¶350¶000¶000 6¶100¶000¶000 6¶200¶000¶000

合 計 3¶300¶000¶000 6¶350¶000¶000 6¶100¶000¶000 6¶200¶000¶000

Ó．固定資産の減損関係
１．減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、帳簿価額等の概要（単位：円）

資 産 名 土 地 催 物 館 等 日本の森他

用 途 公 園 敷 地 展 示 館 等 造園施設他

種 類 土 地 建 物 構 築 物

帳 簿 価 額 6¶525¶766¶477 283¶938¶583 572¶414¶905
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３．引当金の計上基準
\ 賞与引当金
役職員の賞与の支給に備えるために、支給見込額に基づき計上しております。

] 退職給付引当金
役職員の退職給付の支払いに充てるため、内規に基づき、役職員が自己都合で退職した場合の
期末要支給額の全額を計上しております。

^ 貸倒引当金
債権の貸倒による損失に備えるため、貸倒懸念債権については、個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

_ 環境安全対策引当金
「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」に基づき処理が義務付
けられている、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理費用に充てるため、当機構が保管しているポリ
塩化ビフェニル廃棄物について、日本環境安全事業株式会社から公表されている処理単価に基づ
き算出した処理費用見込額を計上しております。

４．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的債券
償却原価法（定額法）

５．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資金及び大阪府出資金の機会費用の計算に使用した利率は、国債利回りを参考に0•985％
としております。
７．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

注記事項［第一号勘定］
［貸借対照表関係］
Ò．金融商品関係
１．金融商品の状況に関する事項
未収債権等に係る顧客の信用リスクは、独立行政法人日本万国博覧会記念機構債権管理・回
収マニュアル等に沿ってリスク低減を図っております。
また、投資有価証券は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、国債、地方債、政府
保証債、特別の法律により法人の発行する債券及びＡ格以上の社債のみを購入しており、株式
等は保有しておりません。

（注１） 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
（注２） 金融商品の時価の算定方法及び有価証券等に関する事項

\ 現金及び預金、] 未収金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。なお、未収金計上額のうち90¶381¶638円は、第２号勘定との内部取引に
より発生したものであり、法人単位では相殺した額を計上しております。

^ 有価証券及び投資有価証券
これらの時価については取引金融機関から提示された価格によっております。

_ 貸倒懸念債権
貸倒懸念債権については、回収見込額に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は
決算日における貸借対照表計上額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当
該価額をもって時価としております。

` 未払金
未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
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